
 

議第１号 

   橿原市の一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

 橿原市の一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

   令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦    

   橿原市の一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

橿原市の一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年橿原市条例第２９号）の一部を

次のように改正する。 

附則に次の１項を加える。 

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間における給料月額に関する特例措

置） 

２５ この条例の規定の適用を受ける職員の令和３年４月１日から令和４年３月３１日ま

での間における給料の月額は、第３条、第４条及び第４条の２の規定にかかわらず、こ

れらの規定に定める額から、その額に次の各号に掲げる職務の級の区分に応じ、当該各

号に掲げる割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り

捨てた額）を減じた額とする。ただし、この条例に規定する手当の額及び第１３条に規

定する勤務１時間当たりの給与額（第９条の規定を適用する場合における勤務１時間当

たりの給与額を除く。）の算出の基礎となる給料の月額並びに橿原市の一般職の職員の退

職手当に関する条例第２条の４に規定する退職手当の基本額の算出の基礎となる給料の

月額は、この限りでない。 

（１）１級、２級及び３級 １００分の１ 

（２）４級及び５級 １００分の２ 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

理由 国家公務員の給与水準を踏まえ、令和３年４月から令和４年３月までの間、給料月

額を暫定的に減額する措置を適用する職員の範囲を拡充するもの 
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議第２号 

   新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う 

関係条例の整備に関する条例の制定について 

 新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例を次のように定める。 

   令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦    

   新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う 

関係条例の整備に関する条例 

 （橿原市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第１条 橿原市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３２年橿原市条例第３１号）の一

部を次のように改正する。 

附則第４項中「診療所及び」の次に「同条例」を加え、「新型インフルエンザ等対策

特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２第１項に規定する新型コロナウ

イルス感染症（以下「新型コロナウイルス感染症」という。）」を「新型コロナウイルス

感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人

民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告され

たものに限る。）である感染症をいう。以下同じ。）」に改める。 

 （がんばろう橿原！新型コロナ対策基金条例の一部改正） 

第２条 がんばろう橿原！新型コロナ対策基金条例（令和２年橿原市条例第２９号）の一

部を次のように改正する。 

  第１条中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第

１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症」を「病原体がベータコロナウイ

ルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、

人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症」に改

める。 

 （橿原市国民健康保険条例の一部改正） 

第３条 橿原市国民健康保険条例（昭和３４年橿原市条例第１７号）の一部を次のように

改正する。 
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附則第２条第１項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１

号）附則第１条の２に規定する新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナウイルス

感染症」という。」を「新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属

のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に

伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。以

下同じ。」に改める。 

 （橿原市休日夜間応急診療所条例の一部改正） 

第４条 橿原市休日夜間応急診療所条例（昭和４９年橿原市条例第３６号）の一部を次の

ように改正する。 

附則第２条第１項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１

号）附則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症」を「新型コロナウイ

ルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中

華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告

されたものに限る。）である感染症をいう。）」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

理由 新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部改正に伴い、新型コロナウイルス感染

症の定義について引用している条文が削除されたため、所要の改正を行うもの 



 

議第４号 

   橿原市個人番号の利用に関する条例の一部改正について 

 橿原市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

   令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦    

   橿原市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

橿原市個人番号の利用に関する条例（平成２７年橿原市条例第３５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第２０号、別表第１及び別表第２中「地域支援事業」を「地域支援事業若しくは

保健福祉事業」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

理由 介護用品支給事業を保健福祉事業として実施することに伴い、保健福祉事業におい

ても個人番号を利用するため、所要の改正を行うもの 
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議第５号 

   橿原市部落差別の解消の推進に関する条例の制定について 

橿原市部落差別の解消の推進に関する条例を次のように定める。 

令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦    

   橿原市部落差別の解消の推進に関する条例 

（目的） 

第１条  この条例は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って

部落差別に関する状況の変化が生じていることに鑑み、全ての国民に基本的人権の享

有を保障し、法の下の平等を定める日本国憲法並びに部落差別は許されないという認

識の下に制定された部落差別の解消の推進に関する法律（平成２８年法律第１０９

号）及び奈良県部落差別の解消の推進に関する条例（平成３１年奈良県条例第４０

号）の趣旨を踏まえ、部落差別の解消の推進に関する施策の基本となる事項を定める

ことにより、部落差別の解消を推進し、部落差別のない社会の実現に寄与することを

目的とする。 

 （定義） 

第２条 本条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）市民等 市内に居住し、通勤し、通学し、又は滞在している者をいう。 

（２）事業者 市内において事業活動を行っているものをいう。 

（基本理念） 

第３条 部落差別の解消に関する施策は、全ての人が基本的人権を享有し、かけがえの

ない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消し、全て

の人がともに生きる社会を実現することを旨として、行わなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国、県及び関係機

関との適切な役割分担を踏まえて連携を図りつつ、部落差別の解消に関する施策を講

ずる責務を有する。 

（市民等及び事業者の役割） 

第５条 市民等及び事業者は、基本的人権を尊重し、部落差別の解消に努めるものとす
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る。 

（調査の実施） 

第６条 市は、部落差別の解消に関する施策を推進するため、国、県及び関係機関と連

携し、必要に応じて、差別の実態に係る調査を行うものとする。 

２ 市は、前項の調査を実施するに当たっては、当該調査により新たな差別が生じない

よう留意しなければならない。 

（基本計画の策定） 

第７条 市は、人権施策に関する基本計画を定めるに当たっては、第４条の責務を踏ま

えてこれを行うものとする。 

（相談体制の充実） 

第８条 市は、部落差別に関する相談に応ずるための体制の充実に努めるものとする。 

（教育及び啓発活動の充実） 

第９条 市は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発活動の充実に努めるもの

とする。 

（推進体制の充実） 

第１０条 市は、国、県及び関係機関と連携し、部落差別の解消に関する施策を推進す

る体制の充実に努めるものとする。 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関して必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

理由 部落差別の解消の推進に関する法律等に基づき、部落差別の解消に関する施策を

推進するため、その基本となる事項を定める条例を制定するもの 
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議第６号 

   橿原市介護保険条例の一部改正について 

 橿原市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

   令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦    

   橿原市介護保険条例の一部を改正する条例 

 橿原市介護保険条例（平成１２年橿原市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

目次中 

「 

第２章 介護保険運営協議会（第２条） 

」 

を 

「 

第２章 介護保険運営協議会（第２条） 

第３章 保健福祉事業（第２条の２） 

」 

に、「第３章 保険料（第３条～第１２条）」を「第４章 保険料（第３条～第１２条）」に、

「第４章 罰則（第１３条～第１７条）」を「第５章 罰則（第１３条～第１７条）」に、 

「 

第５章 補則（第１８条・第１９条） 

」 

を 

「 

第６章 補則（第１８条・第１９条） 

附則  

」 

に改める。 

第２条第４項中「２年」を「３年」に改める。 
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第３条第１項中「平成３０年度」を「令和３年度」に、「令和２年度」を「令和５年度」

に改め、同項第１号中「２７，１３３円」を「２８，９０５円」に改め、同項第２号中「３

２，５５９円」を「３４，６８６円」に改め、同項第３号中「４０，６９９円」を「４３，

３５８円」に改め、同項第４号中「４６，１２５円」を「４９，１３９円」に改め、同項

第５号中「５４，２６５円」を「５７，８１１円」に改め、同項第６号中「６５，１１８

円」を「６９，３７３円」に改め、同号ア中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条

の３第１項」を、「得た額」の次に「とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零」

を加え、「この項において」を削り、同項第７号中「７０，５４５円」を「７５，１５４円」

に改め、同号ア中「２００万円」を「２１０万円」に改め、同項第８号中「８１，３９８

円」を「８６，７１６円」に改め、同号ア中「２００万円」を「２１０万円」に、「３００

万円」を「３２０万円」に改め、同項第９号中「９２，２５１円」を「９８，２７８円」

に改め、同号ア中「３００万円」を「３２０万円」に改め、同項第１０号中「９４，９６

４円」を「１０４，０５９円」に改め、同項第１１号中「１００，３９０円」を「１０９，

８４０円」に改め、同項第１２号中「１０５，８１７円」を「１１５，６２１円」に改め、

同項第１３号中「１１１，２４３円」を「１２１，４０２円」に改め、同条第２項中「令

和２年度」を「令和３年度から令和５年度までの各年度」に、「１６，２８０円」を「１７，

３４３円」に改め、同条第３項中「令和２年度」を「令和３年度から令和５年度までの各

年度」に、「１６，２８０円」を「１７，３４３円」に、「２７，１３２円」を「２８，９

０５円」に改め、同条第４項中「令和２年度」を「令和３年度から令和５年度までの各年

度」に、「１６，２８０円」を「１７，３４３円」に、「３７，９８５円」を「４０，４６

８円」に改める。 

第５章を第６章とし、第４章を第５章とし、第３章を第４章とし、第２章の次に次の１

章を加える。 

第３章 保健福祉事業 

（保健福祉事業） 

第２条の２ 市は、法第１１５条の４９の保健福祉事業として、介護用品支給事業を行う。 

２ 介護用品支給事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 附則第３条第１項第１号中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第
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３１号）附則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ

ウイルス感染症」という。）」を「新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイ

ルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、

人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。以

下同じ。）」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、橿原市介護保険条例附則

第３条第１項第１号の改正規定は、公布の日から施行する。 

 （委員の任期に関する経過措置） 

第２条 この条例の施行の際、現に橿原市介護保険運営協議会の委員である者の任期は、

この条例による改正後の橿原市介護保険条例（以下「新条例」という。）第２条第４項

の規定にかかわらず、令和４年９月９日までとする。 

 （委員の任期の特例） 

第３条 この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間に新たに委嘱する委員の任

期は、新条例第２条第４項の規定にかかわらず、令和６年３月３１日までとする。 

 （保険料率の経過措置） 

第４条 新条例第３条の規定は、令和３年度以後の年度分の保険料について適用し、令和

２年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

 （令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特例） 

第５条 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和４０年法律第

３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第３項に規定する公的年

金等に係る所得が含まれている者の令和３年度における保険料率の算定についての新

条例第３条第１項（第６号ア、第７号ア、第８号ア、第９号ア、第１０号ア、第１１号

ア及び第１２号アに係る部分に限る。）の規定の適用については、同項第６号ア中「租

税特別措置法」とあるのは、「所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に

規定する給与所得及び同法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得の合計額

については、同法第２８条第２項の規定によって計算した金額及び同法第３５条第２項
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第１号の規定によって計算した金額の合計額から１０万円を控除して得た額（当該額が

零を下回る場合には、零とする。）によるものとし、租税特別措置法」とする。 

２ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算定について準用する。この場合にお

いて、同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」と読み替えるものとする。 

３ 第１項の規定は、令和５年度における保険料率の算定について準用する。この場合に

おいて、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４年」と読み替えるものとする。 

 

理由 介護保険法及び同法施行令の規定による令和３年度から令和５年度までの第１号被

保険者の保険料額の改定、介護用品支給事業の保健福祉事業への移行等に伴い、所要

の改正を行うもの 
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議第７号 

橿原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例の全部改正について 

橿原市指定地域密着型サービスの運営基準等を定める条例を次のように定める。 

令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦 

橿原市指定地域密着型サービスの運営基準等を定める条例 

橿原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例（平成２４年橿原市条例第３４号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第７８

条の２第１項、同条第４項第１号、第７８条の２の２第１項第１号、同項第２号、第７

８条の４第１項及び同条第２項の規定に基づき、指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準等（以下「運営基準等」という。）について定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、法及び指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下「基準省

令」という。）において使用する用語の例による。 

（基準） 

第３条 運営基準等は、次条以下に定めるもののほか、基準省令（附則を除く。）の定める

ところによる。 

２ 前項の規定の適用に当たって必要となる技術的読替えは、市長が規則で定める。 

（指定地域密着型介護老人福祉施設の定員） 

第４条 指定地域密着型介護老人福祉施設に係る法第７８条の２第１項の条例で定める

定員の数は、２９人以下とする。 

（指定地域密着型サービス事業者の要件） 

第５条 指定地域密着型サービスの事業に係る法第７８条の２第４項第１号の条例で定

める者は、法人又は病床を有する診療所を開設している者（複合型サービス（看護小規

模多機能型居宅介護に限る。）に係る指定の申請を行う場合に限る。）とする。 

（記録の保管） 
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第６条 指定地域密着型サービス事業者は、地域密着型介護サービス費又は特例地域密着

型介護サービス費の額の算定の基礎となる記録であって、市長が定めるものについて、

指定地域密着型サービスを提供した日から５年間保管しなければならない。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置等） 

第２条 この条例の施行の際、現に提供が完結している指定地域密着型サービスに係る運

営基準等は、この条例の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

第３条 第３条の規定の適用に関する経過措置等は、基準省令の附則及び基準省令を改正

する省令の附則に規定する経過措置等の例による。 

（市の区域外に所在する事業所の特例） 

第４条 指定地域密着型サービス事業者であって、その指定に係る地域密着型サービス事

業を行う事業所の所在地が市の区域外にあるもの（その所在地の市町村又は特別区（以

下「市町村等」という。）の長から当該事業所に係る指定を受けているものに限る。）に

ついては、当該市町村等が定める運営基準等を満たしている場合に、橿原市が定める運

営基準等を満たしているものとみなす。 

 

 

理由 橿原市における指定地域密着型サービスの運営基準等のうち、市が独自に定めるも

のが明らかになるよう、運営基準等を規定する方法を改めるもの 
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議第８号 

橿原市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準等を定める条例の全部改正について 

橿原市指定地域密着型介護予防サービスの運営基準等を定める条例を次のように定め

る。 

令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦 

橿原市指定地域密着型介護予防サービスの運営基準等を定める条例 

橿原市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

める条例（平成２４年橿原市条例第３５号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１

５条の１２第２項、第１１５条の１４第１項及び同条第２項の規定に基づき、指定地域

密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等（以下「運営基準

等」という。）について定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、法及び指定地域密着型介護予防サービ

スの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３６号。以下「基

準省令」という。）において使用する用語の例による。 

（基準） 

第３条 運営基準等は、次条以下に定めるもののほか、基準省令（附則を除く。）の定める

ところによる。 

２ 前項の規定の適用に当たって必要となる技術的読替えは、市長が規則で定める。 

（指定地域密着型介護予防サービス事業者の要件） 

第４条 指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る法第１１５条の１２第２項第１

号の条例で定める者は、法人とする。 
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（記録の保管） 

第５条 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、地域密着型介護予防サービス費又は

特例地域密着型介護予防サービス費の額の算定の基礎となる記録であって、市長が定め

るものについて、指定地域密着型介護予防サービスを提供した日から５年間保管しなけ

ればならない。 

 （委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置等） 

第２条 この条例の施行の際、現に提供が完結している指定地域密着型介護予防サービス

に係る運営基準等は、この条例の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

第３条 第３条の規定の適用に関する経過措置等は、基準省令の附則及び基準省令を改正

する省令の附則に規定する経過措置等の例による。 

（市の区域外に所在する事業所の特例） 

第４条 指定地域密着型介護予防サービス事業者であって、その指定に係る地域密着型介

護予防サービスの事業を行う事業所の所在地が市の区域外にあるもの（その所在地の市

町村又は特別区（以下「市町村等」という。）の長から当該事業所に係る指定を受けてい

るものに限る。）については、当該市町村等が定める運営基準等を満たしている場合に、

橿原市が定める運営基準等を満たしているものとみなす。 

 

 

理由 橿原市における指定地域密着型介護予防サービスの運営基準等のうち、市が独自に

定めるものが明らかになるよう、運営基準等を規定する方法を改めるもの 
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議第９号 

橿原市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める

条例の全部改正について 

橿原市指定居宅介護支援等の運営基準等を定める条例を次のように定める。 

令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦 

橿原市指定居宅介護支援等の運営基準等を定める条例 

橿原市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（平成３

０年橿原市条例第１３号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第４７

条第１項第１号、第７９条第２項第１号並びに第８１条第１項及び第２項の規定に基づ

き、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等（以下「運営基準等」と

いう。）について定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、法及び指定居宅介護支援等の事業の人

員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号。以下「基準省令」という。）に

おいて使用する用語の例による。 

（基準） 

第３条 運営基準等は、次条以下に定めるもののほか、基準省令（附則を除く。）の定める

ところによる。 

２ 前項の規定の適用に当たって必要となる技術的読替えは、市長が規則で定める。 

（指定居宅介護支援事業者の要件） 

第４条 法第７９条第２項第１号の条例で定める者は、法人とする。 

（記録の保管） 

第５条 指定居宅介護支援事業者及び基準該当居宅介護支援の事業を行う者は、居宅介護

サービス計画費又は特例居宅介護サービス計画費の額の算定の基礎となる記録であっ

て、市長が定めるものについて、指定居宅介護支援又は基準該当居宅介護支援を提供し

た日から５年間保管しなければならない。 

（委任） 
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第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置等） 

第２条 この条例の施行の際、現に提供が完結している指定居宅介護支援又は基準該当居

宅介護支援に係る運営基準等は、この条例の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

第３条 第３条の規定の適用に関する経過措置等は、基準省令の附則及び基準省令を改正

する省令の附則に規定する経過措置等の例による。 

 

 

理由 橿原市における指定居宅介護支援等の運営基準等のうち、市が独自に定めるものが

明らかになるよう、運営基準等を規定する方法を改めるもの 
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議第１０号 

橿原市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

の全部改正について 

橿原市指定介護予防支援等の運営基準等を定める条例を次のように定める。 

令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦 

橿原市指定介護予防支援等の運営基準等を定める条例 

橿原市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２７年橿原市条例第

１６号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第５９

条第１項第１号、第１１５条の２２第２項第１号並びに第１１５条の２４第１項及び第

２項の規定に基づき、指定介護予防支援の事業及び基準該当介護予防支援の事業の人員

及び運営並びに指定介護予防支援及び基準該当介護予防支援に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準等（以下「運営基準等」という。）について定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、法及び指定介護予防支援等の事業の人

員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第３７号。以下「基準省令」という。）の定めると

ころによる。 

（基準） 

第３条 運営基準等は、次条以下に定めるもののほか、基準省令（附則を除く。）の定める

ところによる。 

２ 前項の規定の適用に当たって必要となる技術的読替えは、市長が規則で定める。 

（指定介護予防支援事業者の要件） 

第４条 法第１１５条の２２第２項第１号の条例で定める者は、法人とする。 

（記録の保管） 
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第５条 指定介護予防支援事業者及び基準該当介護予防支援の事業を行う者は、介護予防

サービス計画費又は特例介護予防サービス計画費の額の算定の基礎となる記録であっ

て、市長が定めるものについて、指定介護予防支援又は基準該当介護予防支援を提供し

た日から５年間保管しなければならない。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置等） 

第２条 この条例の施行の際、現に提供が完結している指定介護予防支援又は基準該当介

護予防支援に係る運営基準等は、この条例の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

第３条 第３条の規定の適用に関する経過措置等は、基準省令の附則及び基準省令を改正

する省令の附則に規定する経過措置等の例による。 

 

 

理由 橿原市における指定介護予防支援等の運営基準等のうち、市が独自に定めるものが

明らかになるよう、運営基準等を規定する方法を改めるもの 

 



1 

議第１１号 

橿原市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例の一部改正について 

橿原市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦 

橿原市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例の一部を改正する条例 

橿原市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例（平成１３年橿原市条例第１１号）

の一部を次のように改正する。 

別表第２中 

「 

ご

み 

家庭廃棄物 市が収集、運搬及び

処分するもの（不燃

ごみ、粗大ごみ及び

資源物を除く。）又

は自ら搬入するもの

（不燃ごみ、粗大ご

み及び資源物を除

く。） 

指定ごみ袋（容量４５リ

ットル）１枚につき 

４７円 

指定ごみ袋（容量３０リ

ットル）１枚につき 

３１円 

指定ごみ袋（容量２０リ

ットル）１枚につき 

２２円 

自ら搬入するもの

（不燃ごみ、粗大ご

み及び資源物を除

く。）の処分で、指

定ごみ袋での搬入に

よりがたい場合 

搬入量１００キログラム

以下の部分 

１０キログラム（１０キ

ログラム未満は１０キロ

グラムとみなす。以下同

じ。）につき 

５２円 

１００キログラムを超え

る部分 

１０キログラムにつき 

１０５円 
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自ら搬入する不燃ご

み及び粗大ごみの処

分 

１００キログラム以下の

部分 

無料 

１００キログラムを超え

る部分 

１０キログラムにつき 

１０５円 

事業系一般廃棄物（し尿を除く。）

の処分 

１０キログラムにつき １３６円 

一般廃棄物と併せて処理する産業廃

棄物の処分 

１０キログラムにつき ２１０円 

」 

を 

「 

ご

み 

家庭廃棄物 市が収集、運搬及び

処分するもの（不燃

ごみ、粗大ごみ及び

資源物を除く。）又

は自ら搬入するもの

（不燃ごみ、粗大ご

み及び資源物を除

く。） 

指定ごみ袋（容量４５リ

ットル）１枚につき 

４７円 

指定ごみ袋（容量３０リ

ットル）１枚につき 

３１円 

指定ごみ袋（容量２０リ

ットル）１枚につき 

２２円 

指定ごみ袋（容量１０リ

ットル）１枚につき 

１１円 

自ら搬入するもの

（不燃ごみ、粗大ご

み及び資源物を除

く。）の処分で、指

定ごみ袋での搬入に

搬入量１００キログラム

以下の部分 

１０キログラム（１０キ

ログラム未満は１０キロ

グラムとみなす。以下同

５２円 



3 

よりがたい場合 じ。）につき 

１００キログラムを超え

る部分 

１０キログラムにつき 

１０５円 

自ら搬入する不燃ご

み及び粗大ごみの処

分 

１００キログラム以下の

部分 

無料 

１００キログラムを超え

る部分 

１０キログラムにつき 

１０５円 

事業系一般廃棄物（し尿を除く。）

の処分 

１０キログラムにつき １３６円 

一般廃棄物と併せて処理する産業廃

棄物の処分 

１０キログラムにつき ２１０円 

」 

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

第２条 この条例による改正後の橿原市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例の

規定による指定ごみ袋の取扱店への交付及びこれに伴う手数料の徴収その他の準備行

為は、この条例の施行の日前においても行うことができる。 

 

 

理由 市指定ごみ袋に特小の規格を新たに追加することに伴い、所要の改正を行うもの 
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議第１２号 

橿原市手数料徴収条例の一部改正について 

橿原市手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦 

橿原市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

橿原市手数料徴収条例（平成１２年橿原市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

別表中「 

６０の２ 建築物エネルギー消
費性能適合性判定を受けた建築
物に関する完了検査申請又は完
了検査通知手数料 

建築物のエネルギー消
費性能の向上に関する
法律（平成２７年法律
第５３号）第１２条第
１項に規定する建築物
エネルギー消費性能適
合性判定を受けた計画
による建築物（同法及
び都市の低炭素化の促
進に関する法律（平成
２４年法律第８４号）
の規定により適合判定
通知書の交付を受けた
とみなされる建築によ
る建築物を含む。）に
係る建築基準法第７条
第１項の規定に基づく
建築物に関する完了検
査の申請又は建築物の
エネルギー消費性能の
向上に関する法律第１
３条第２項に規定する
建築物エネルギー消費
性能適合性判定を受け
た計画による建築物に
係る建築基準法第１８
条第１６項の規定に基
づく建築物に関する完
了検査の通知に対する
検査 

床面積の
合計 

２，０００平方
メートル以上、
５，０００平方
メートル以内の
もの 

１件につき６０の項に
定める手数料の額に１
２５，０００円を加算
した額 

５，０００平方
メートルを超
え、１０，００
０平方メートル
以内のもの 

１件につき６０の項に
定める手数料の額に１
６２，０００円を加算
した額 

１０，０００平
方メートルを超
え、２５，００
０平方メートル
以内のもの 

１件につき６０の項に
定める手数料の額に１
９４，０００円を加算
した額 

２５，０００平
方メートルを超
え、５０，００
０平方メートル
以内のもの 

１件につき６０の項に
定める手数料の額に２
２７，０００円を加算
した額 

５０，０００平
方メートルを超
えるもの 

１件につき６０の項に
定める手数料の額に２
９４，０００円を加算
した額 

備考 床面積の合計は、建築物エネルギー消費性能適
合性判定に係る建築物の部分の床面積について算定す
る。 

 

」 

を 

「 

６０の２ 建築物エネルギー消
費性能適合性判定を受けた建築
物に関する完了検査申請又は完

建築物のエネルギー消
費性能の向上に関する
法律（平成２７年法律

床面積の
合計 

３００平方メー
トル以上１，０
００平方メート

１件につき６０の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
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了検査通知手数料 第５３号）第１２条第
１項に規定する建築物
エネルギー消費性能適
合性判定を受けた計画
による建築物（同法及
び都市の低炭素化の促
進に関する法律（平成
２４年法律第８４号）
の規定により適合判定
通知書の交付を受けた
とみなされる建築によ
る建築物を含む。）に
係る建築基準法第７条
第１項の規定に基づく
建築物に関する完了検
査の申請又は建築物の
エネルギー消費性能の
向上に関する法律第１
３条第２項に規定する
建築物エネルギー消費
性能適合性判定を受け
た計画による建築物に
係る建築基準法第１８
条第１６項の規定に基
づく建築物に関する完
了検査の通知に対する
検査 

ル以内のもの の定める手数料の額に
６０，０００円（工
場、危険物の貯蔵又は
処理に供するもの、水
産物の増殖場又は養殖
場、倉庫、卸売市場、
火葬場、と畜場、汚水
処理場、ごみ処理場そ
の他エネルギーの使用
状況がこれらに類する
もの（以下この項、６
３の２の項、７４の２
の項及び７４の３の項
において「工場等」と
いう。）である場合
は、１７，０００円）
を加算した額 

１，０００平方
メートルを超
え、２，０００
平方メートル以
内のもの 

１件につき６０の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
７８，０００円（工場
等である場合は、２
２，０００円）を加算
した額 

２，０００平方
メートルを超
え、５，０００
平方メートル以
内のもの 

１件につき６０の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
１２５，０００円（工
場等である場合は、５
２，０００円）を加算
した額 

５，０００平方
メートルを超
え、１０，００
０平方メートル
以内のもの 

１件につき６０の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
１６２，０００円（工
場等である場合は、７
７，０００円）を加算
した額 

１０，０００平
方メートルを超
え、２５，００
０平方メートル
以内のもの 

１件につき６０の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
１９４，０００円（工
場等である場合は、９
５，０００円）を加算
した額 

２５，０００平
方メートルを超
え、５０，００
０平方メートル
以内のもの 

１件につき６０の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
２２７，０００円（工
場等である場合は、１
１７，０００円）を加
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算した額 

５０，０００平
方メートルを超
えるもの 

１件につき６０の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
２９４，０００円（工
場等である場合は、１
６１，０００円）を加
算した額 

備考 床面積の合計は、建築物エネルギー消費性能適
合性判定に係る建築物の部分の床面積（増築又は改築
（以下この項、６３の２の項、７４の２の項、７４の
３の項及び７５の項から７９の項までの備考において
「増築等」という。）をする場合にあって、当該増築
等に係る建築物について建築物エネルギー消費性能基
準等を定める省令（平成２８年経済産業省、国土交通
省令第１号。以下この項、６３の２の項、７４の２の
項、７４の３の項、７５の項、７７の項及び７９の項
において「基準省令」という。）第１条第１項第１号
ただし書に規定する国土交通大臣がエネルギー消費性
能を適切に評価できる方法と認める方法により一次エ
ネルギー消費量（基準省令第１条第１項第１号イの一
次エネルギー消費量をいう。以下この項、６３の２の
項、７４の２の項、７４の３の項及び７５の項から７
９の項までの備考において同じ。）に係る計算を要し
ない既存部分があるときは、当該既存部分の床面積を
除いた床面積）について算定する。 

 

」 

に、 

「 

６３の２ 中間検査を経た建築
物エネルギー消費性能適合性判
定を受けた建築物に関する完了
検査申請又は完了検査通知手数
料 

建築物のエネルギー消
費性能の向上に関する
法律第１２条第１項に
規定する建築物エネル
ギー消費性能適合性判
定を受けた計画による
建築物（同法及び都市
の低炭素化の促進に関
する法律の規定により
適合判定通知書の交付
を受けたとみなされる
建築による建築物を含
む。）に係る建築基準
法第７条の３第１項の
特定工程に係る建築物
についての同法第７条
第１項の規定に基づく
建築物に関する完了検
査の申請又は建築物の
エネルギー消費性能の
向上に関する法律第１
３条第２項に規定する
建築物エネルギー消費
性能適合性判定を受け
た計画による建築物に

床面積の
合計 

２，０００平方
メートル以上、
５，０００平方
メートル以内の
もの 

１件につき６３の項に
定める手数料の額に１
２５，０００円を加算
した額 

５，０００平方
メートルを超
え、１０，００
０平方メートル
以内のもの 

１件につき６３の項に
定める手数料の額に１
６２，０００円を加算
した額 

１０，０００平
方メートルを超
え、２５，００
０平方メートル
以内のもの 

１件につき６３の項に
定める手数料の額に１
９４，０００円を加算
した額 

２５，０００平
方メートルを超
え、５０，００
０平方メートル
以内のもの 

１件につき６３の項に
定める手数料の額に２
２７，０００円を加算
した額 

５０，０００平 １件につき６３の項に
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係る建築基準法第１８
条第１６項の規定に基
づく建築物に関する完
了検査の通知に対する
検査 

方メートルを超
えるもの 

定める手数料の額に２
９４，０００円を加算
した額 

備考 床面積の合計は、建築物エネルギー消費性能適
合性判定に係る建築物の部分の床面積について算定す
る。 

 

」 

を 

「 

６３の２ 中間検査を経た建築
物エネルギー消費性能適合性判
定を受けた建築物に関する完了
検査申請又は完了検査通知手数
料 

建築物のエネルギー消
費性能の向上に関する
法律第１２条第１項に
規定する建築物エネル
ギー消費性能適合性判
定を受けた計画による
建築物（同法及び都市
の低炭素化の促進に関
する法律の規定により
適合判定通知書の交付
を受けたとみなされる
建築による建築物を含
む。）に係る建築基準
法第７条の３第１項の
特定工程に係る建築物
についての同法第７条
第１項の規定に基づく
建築物に関する完了検
査の申請又は建築物の
エネルギー消費性能の
向上に関する法律第１
３条第２項に規定する
建築物エネルギー消費
性能適合性判定を受け
た計画による建築物に
係る建築基準法第１８
条第１６項の規定に基
づく建築物に関する完
了検査の通知に対する
検査 

床面積の
合計 

３００平方メー
トル以上１，０
００平方メート
ル以内のもの 

１件につき６３の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
６０，０００円（工場
等である場合は、１
７，０００円）を加算
した額 

１，０００平方
メートルを超
え、２，０００
平方メートル以
内のもの 

１件につき６３の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
７８，０００円（工場
等である場合は、２
２，０００円）を加算
した額 

２，０００平方
メートルを超
え、５，０００
平方メートル以
内のもの 

１件につき６３の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
１２５，０００円（工
場等である場合は、５
２，０００円）を加算
した額 

５，０００平方
メートルを超
え、１０，００
０平方メートル
以内のもの 

１件につき６３の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
１６２，０００円（工
場等である場合は、７
７，０００円）を加算
した額 

１０，０００平
方メートルを超
え、２５，００
０平方メートル
以内のもの 

１件につき６３の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
１９４，０００円（工
場等である場合は、９
５，０００円）を加算
した額 
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２５，０００平
方メートルを超
え、５０，００
０平方メートル
以内のもの 

１件につき６３の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
２２７，０００円（工
場等である場合は、１
１７，０００円）を加
算した額 

５０，０００平
方メートルを超
えるもの 

１件につき６３の項に
掲げる床面積の合計の
区分に応じ、それぞれ
の定める手数料の額に
２９４，０００円（工
場等である場合は、１
６１，０００円）を加
算した額 

備考 床面積の合計は、建築物エネルギー消費性能適
合性判定に係る建築物の部分の床面積（増築等をする
場合にあって、当該増築等に係る建築物について基準
省令第１条第１項第１号ただし書に規定する国土交通
大臣がエネルギー消費性能を適切に評価できる方法と
認める方法により一次エネルギー消費量に係る計算を
要しない既存部分があるときは、当該既存部分の床面
積を除いた床面積）について算定する。 

 

」 

に、 

「 

７１ 低炭素建築物新築等計画
認定申請手数料 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５３条第１項の規定に基づく
低炭素建築物新築等計画の認定の
申請に対する審査（７２の項に係
るものを除く。以下この項におい
て同じ。）のうち、一戸建ての住
宅に係る審査（以下この項におい
て「戸建住宅審査」という。） 

床面積が２００
平方メートル未
満のもの 

１件につき４０，２０
０円（建築基準法第６
条の２第１項又は第７
条の２第１項の規定に
よる指定を受けた指定
確認検査機関、建築物
のエネルギー消費性能
の向上に関する法律第
１５条第１項に規定す
る登録建築物エネルギ
ー消費性能判定機関又
は住宅の品質確保の促
進等に関する法律第５
条第１項に規定する登
録住宅性能評価機関に
より、都市の低炭素化
の促進に関する法律第
５４条第１項各号に掲
げる基準に適合すると
認められた計画（以下
この項及び７３の項に
おいて「低炭素建築物
適合計画」という。）
である場合にあって
は、６，７００円） 

床面積が２００
平方メートル以

１件につき４４，３０
０円（低炭素建築物適
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上のもの 合計画である場合にあ
っては、６，７００
円） 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５３条第１項の規定に基づく
低炭素建築物新築等計画の認定の
申請に対する審査のうち、共同住
宅に係る審査（以下この項におい
て「共同住宅審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき７５，８０
０円（低炭素建築物適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１２３，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２２，４０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２０６，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、４７，７０
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき２９２，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき５７１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１３４，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき１，００
６，０００円（低炭素
建築物適合計画である
場合にあっては、２０
２，０００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，８４
４，０００円（低炭素
建築物適合計画である
場合にあっては、３０
５，０００円） 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５３条第１項の規定に基づく
低炭素建築物新築等計画の認定の
申請に対する審査のうち、住宅
（共同住宅を含む。）以外の建築
物（以下この項及び７３の項にお
いて「その他建築物」という。）
であって同法第５４条第１項第１
号に規定する経済産業大臣、国土
交通大臣及び環境大臣が定める基
準（以下この項及び７３の項にお
いて「誘導基準」という。）のう
ち、特別な調査又は研究の結果に
基づく方法以外の方法を用いたも
のに係る審査（以下この項におい

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき２３８，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１１，５０
０円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき３８１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００

１件につき５４２，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
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て「その他標準審査」という。） ０平方メートル
未満のもの 

あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき６６６，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき７８７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき８９７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，１１
７，０００円（低炭素
建築物適合計画である
場合にあっては、２８
９，０００円） 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５３条第１項の規定に基づく
低炭素建築物新築等計画の認定の
申請に対する審査のうち、その他
建築物であって誘導基準のうち、
特別な調査又は研究の結果に基づ
く方法を用いたものに係る審査
（以下この項において「その他モ
デル審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき９４，２０
０円（低炭素建築物適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１５４，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２４７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき３２１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき３８４，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー

１件につき４５０，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
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トル未満のもの ００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき５８１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２８９，０
００円） 

都市の低炭素化の促進に関する法律第５３条第１項の
規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請に
対する審査のうち、一戸建ての住宅及びその他建築物
に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 戸建住宅審査
に係る手数料の額 
（２） その他標準審
査又はその他モデル審
査に係る手数料の額 

都市の低炭素化の促進に関する法律第５３条第１項の
規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請に
対する審査のうち、共同住宅及びその他建築物に係る
審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 共同住宅審査
に係る手数料の額 
（２） その他標準審
査又はその他モデル審
査に係る手数料の額 

」 

を 

「 

７１ 低炭素建築物新築等計画
認定申請手数料 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５３条第１項の規定に基づく
低炭素建築物新築等計画の認定の
申請に対する審査（７２の項に係
るものを除く。以下この項におい
て同じ。）のうち、一戸建ての住
宅に係る審査（以下この項におい
て「戸建住宅審査」という。） 

床面積が２００
平方メートル未
満のもの 

１件につき４０，２０
０円（建築基準法第６
条の２第１項又は第７
条の２第１項の規定に
よる指定を受けた指定
確認検査機関、建築物
のエネルギー消費性能
の向上に関する法律第
１５条第１項に規定す
る登録建築物エネルギ
ー消費性能判定機関又
は住宅の品質確保の促
進等に関する法律第５
条第１項に規定する登
録住宅性能評価機関に
より、都市の低炭素化
の促進に関する法律第
５４条第１項各号に掲
げる基準に適合すると
認められた計画（以下
この項及び７３の項に
おいて「低炭素建築物
適合計画」という。）
である場合にあって
は、６，７００円） 

床面積が２００
平方メートル以
上のもの 

１件につき４４，３０
０円（低炭素建築物適
合計画である場合にあ
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っては、６，７００
円） 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５３条第１項の規定に基づく
低炭素建築物新築等計画の認定の
申請に対する審査のうち、共同住
宅に係る審査（以下この項におい
て「共同住宅審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき７５，８０
０円（低炭素建築物適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１２３，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２２，４０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２０６，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、４７，７０
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき２９２，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき５７１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１３４，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき１，００
６，０００円（低炭素
建築物適合計画である
場合にあっては、２０
２，０００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，８４
４，０００円（低炭素
建築物適合計画である
場合にあっては、３０
５，０００円） 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５３条第１項の規定に基づく
低炭素建築物新築等計画の認定の
申請に対する審査のうち、住宅
（共同住宅を含む。）以外の建築
物（以下この項及び７３の項にお
いて「その他建築物」という。）
であって同法第５４条第１項第１
号に規定する経済産業大臣、国土
交通大臣及び環境大臣が定める基
準（以下この項及び７３の項にお
いて「誘導基準」という。）のう
ち、特別な調査又は研究の結果に
基づく方法以外の方法を用いたも
のに係る審査（以下この項におい
て「その他標準審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき２３８，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１１，５０
０円） 

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき２９７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１８，７０
０円） 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル

１件につき３８１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
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未満のもの ０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき５４２，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき６６６，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき７８７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき８９７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，１１
７，０００円（低炭素
建築物適合計画である
場合にあっては、２８
９，０００円） 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５３条第１項の規定に基づく
低炭素建築物新築等計画の認定の
申請に対する審査のうち、その他
建築物であって誘導基準のうち、
特別な調査又は研究の結果に基づ
く方法を用いたものに係る審査
（以下この項において「その他モ
デル審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき９４，２０
０円（低炭素建築物適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１１８，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１８，７０
０円） 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき１５４，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２４７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき３２１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 
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床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき３８４，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき４５０，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき５８１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２８９，０
００円） 

都市の低炭素化の促進に関する法律第５３条第１項の
規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請に
対する審査のうち、一戸建ての住宅及びその他建築物
に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 戸建住宅審査
に係る手数料の額 
（２） その他標準審
査又はその他モデル審
査に係る手数料の額 

都市の低炭素化の促進に関する法律第５３条第１項の
規定に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請に
対する審査のうち、共同住宅及びその他建築物に係る
審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 共同住宅審査
に係る手数料の額 
（２） その他標準審
査又はその他モデル審
査に係る手数料の額 

」 

に、 

「 

７３ 低炭素建築物新築等計画
変更認定申請手数料 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５５条第２項において準用す
る同法第５３条第１項の規定に基
づく低炭素建築物新築等計画の変
更の認定の申請に対する審査（７
４の項に係るものを除く。以下こ
の項において同じ。）のうち、一
戸建ての住宅に係る審査（以下こ
の項において「戸建住宅審査」と
いう。） 

床面積が２００
平方メートル未
満のもの 

１件につき４０，２０
０円（低炭素建築物適
合計画である場合にあ
っては、６，７００
円） 

床面積が２００
平方メートル以
上のもの 

１件につき ４４，３
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、６，７００
円） 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５５条第２項において準用す
る同法第５３条第１項の規定に基
づく低炭素建築物新築等計画の変
更の認定の申請に対する審査のう

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき７５，８０
０円（低炭素建築物適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 
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ち、共同住宅に係る審査（以下こ
の項において「共同住宅審査」と
いう。） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１２３，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２２，４０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２０６，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、４７，７０
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき２９２，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき５７１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１３４，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき１，００
６，０００円（低炭素
建築物適合計画である
場合にあっては、２０
２，０００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，８４
４，０００円（低炭素
建築物適合計画である
場合にあっては、３０
５，０００円） 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５５条第２項において準用す
る同法第５３条第１項の規定に基
づく低炭素建築物新築等計画の変
更の認定の申請に対する審査のう
ち、その他建築物であって誘導基
準のうち、特別な調査又は研究の
結果に基づく方法以外の方法を用
いたものに係る審査（以下この項
において「その他標準審査」とい
う。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき２３８，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１１，５０
０円） 

床面積３００平
方メートル以上
２，０００平方
メートル未満の
もの 

１件につき３８１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき５４２，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき６６６，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０， １件につき７８７，０
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０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき８９７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，１１
７，０００円（低炭素
建築物適合計画である
場合にあっては、２８
９，０００円） 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５５条第２項において準用す
る同法第５３条第１項の規定に基
づく低炭素建築物新築等計画の変
更の認定の申請に対する審査のう
ち、その他建築物であって誘導基
準のうち、特別な調査又は研究の
結果に基づく方法を用いたものに
係る審査（以下この項において
「その他モデル審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき９４，２０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１１，５０
０円） 

床面積３００平
方メートル以上
２，０００平方
メートル未満の
もの 

１件につき１５４，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２４７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき３２１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき３８４，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき４５０，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき５８１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２８９，０
００円） 

都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第２項に
おいて準用する同法第５３条第１項の規定に基づく低

１件につき次に掲げる
額を合算した額 
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炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に対する審
査のうち、一戸建ての住宅及びその他建築物に係る審
査 

（１） 戸建住宅審査
に係る手数料の額 
（２） その他標準審
査又はその他モデル審
査に係る手数料の額 

都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第２項に
おいて準用する同法第５３条第１項の規定に基づく低
炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に対する審
査のうち、共同住宅及びその他建築物に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 共同住宅審査
に係る手数料の額 
（２） その他標準審
査又はその他モデル審
査に係る手数料の額 

」 

を 

「 

７３ 低炭素建築物新築等計画
変更認定申請手数料 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５５条第２項において準用す
る同法第５３条第１項の規定に基
づく低炭素建築物新築等計画の変
更の認定の申請に対する審査（７
４の項に係るものを除く。以下こ
の項において同じ。）のうち、一
戸建ての住宅に係る審査（以下こ
の項において「戸建住宅審査」と
いう。） 

床面積が２００
平方メートル未
満のもの 

１件につき４０，２０
０円（低炭素建築物適
合計画である場合にあ
っては、６，７００
円） 

床面積が２００
平方メートル以
上のもの 

１件につき ４４，３
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、６，７００
円） 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５５条第２項において準用す
る同法第５３条第１項の規定に基
づく低炭素建築物新築等計画の変
更の認定の申請に対する審査のう
ち、共同住宅に係る審査（以下こ
の項において「共同住宅審査」と
いう。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき７５，８０
０円（低炭素建築物適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１２３，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２２，４０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２０６，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、４７，７０
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき２９２，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，

１件につき５７１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
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０００平方メー
トル未満のもの 

あっては、１３４，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき１，００
６，０００円（低炭素
建築物適合計画である
場合にあっては、２０
２，０００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，８４
４，０００円（低炭素
建築物適合計画である
場合にあっては、３０
５，０００円） 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５５条第２項において準用す
る同法第５３条第１項の規定に基
づく低炭素建築物新築等計画の変
更の認定の申請に対する審査のう
ち、その他建築物であって誘導基
準のうち、特別な調査又は研究の
結果に基づく方法以外の方法を用
いたものに係る審査（以下この項
において「その他標準審査」とい
う。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき２３８，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１１，５０
０円） 

床面積３００平
方メートル以上
１，０００平方
メートル未満の
もの 

１件につき２９７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１８，７０
０円） 

床面積１，００
０平方メートル
以上２，０００
平方メートル未
満のもの 

１件につき３８１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき５４２，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき６６６，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき７８７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき８９７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，１１
７，０００円（低炭素
建築物適合計画である
場合にあっては、２８
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９，０００円） 

都市の低炭素化の促進に関する法
律第５５条第２項において準用す
る同法第５３条第１項の規定に基
づく低炭素建築物新築等計画の変
更の認定の申請に対する審査のう
ち、その他建築物であって誘導基
準のうち、特別な調査又は研究の
結果に基づく方法を用いたものに
係る審査（以下この項において
「その他モデル審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき９４，２０
０円（低炭素建築物適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積３００平
方メートル以上
１，０００平方
メートル未満の
もの 

１件につき１１８，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１８，７０
０円） 

床面積１，００
０平方メートル
以上２，０００
平方メートル未
満のもの 

１件につき１５４，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２４７，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき３２１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき３８４，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき４５０，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき５８１，０
００円（低炭素建築物
適合計画である場合に
あっては、２８９，０
００円） 

都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第２項に
おいて準用する同法第５３条第１項の規定に基づく低
炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に対する審
査のうち、一戸建ての住宅及びその他建築物に係る審
査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 戸建住宅審査
に係る手数料の額 
（２） その他標準審
査又はその他モデル審
査に係る手数料の額 

都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第２項に １件につき次に掲げる
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おいて準用する同法第５３条第１項の規定に基づく低
炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に対する審
査のうち、共同住宅及びその他建築物に係る審査 

額を合算した額 

（１） 共同住宅審査
に係る手数料の額 
（２） その他標準審
査又はその他モデル審
査に係る手数料の額 

」 

に、 

「 

 備考 ７１の項から７４の項までに係る床面積は、次の各号に掲げる場合の区
分に応じ、当該各号に定める面積について算定する。 

（１） 建築物を建築する場合（次号に掲げる場合及び移転する場合を除
く。）、修繕若しくは模様替をする場合（次号に掲げる場合を除く。）又は建
築物の低炭素化のための空気調和設備等の設置若しくは改修をする場合（次号
に掲げる場合を除く。） 
当該建築、修繕若しくは模様替又は空気調和設備等の設置若しくは改修により
認定を受ける建築物の部分の床面積 
（２） 認定を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築する場合（移転
する場合を除く。）、修繕若しくは模様替をする場合又は建築物の低炭素化の
ための空気調和設備等の設置若しくは改修をする場合 
当該建築、修繕若しくは模様替又は空気調和設備等の設置若しくは改修により
認定を受ける建築物の部分の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっ
ては、当該増加する部分の床面積） 

７４の２ 建築物エネルギー消
費性能適合性判定申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第１２条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能適合性判定の申請に対する
審査又は同法第１３条第２項の規
定に基づく建築物エネルギー消費
性能適合性判定の通知に対する検
査のうち、同法第１１条第１項に
規定する非住宅部分（以下この
項、７４の３の項、７５の項、７
７の項及び７９の項において「非
住宅部分」という。）であって建
築物エネルギー消費性能基準等を
定める省令（平成２８年経済産業
省令・国土交通省令第１号。以下
この項、７４の３の項、７５の
項、７７の項及び７９の項におい
て「基準省令」という。）第１条
第１項第１号イの基準を用いたも
のに係る審査 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき ５４３，
０００円 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき ６６９，
０００円 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ７９０，
０００円 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ９０１，
０００円 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき １，１２
４，０００円 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第１２条第１項の

床面積が２，０
００平方メート

１件につき ２４５，
０００円 
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規定に基づく建築物エネルギー消
費性能適合性判定の申請に対する
審査又は同法第１３条第２項の規
定に基づく建築物エネルギー消費
性能適合性判定の通知に対する検
査のうち、非住宅部分であって基
準省令第１条第１項第１号ロの基
準を用いたものに係る審査 

ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき ３２０，
０００円 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ３８４，
０００円 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ４５０，
０００円 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき ５８３，
０００円 

備考 ７４の２の項の床面積は建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る建
築物の部分の床面積について算定する。 

７４の３ 建築物エネルギー消
費性能確保計画変更申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第１２条第２項又
は第１３条第３項の規定に基づく
建築物エネルギー消費性能確保計
画の変更の申請に対する審査のう
ち、非住宅部分であって基準省令
第１条第１項第１号イの基準を用
いたものに係る審査 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき ２３６，
０００円 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき ３８１，
０００円 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき ５４３，
０００円 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき ６６９，
０００円 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ７９０，
０００円 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，

１件につき ９０１，
０００円 
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０００平方メー
トル未満のもの 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき １，１２
４，０００円 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第１２条第２項又
は第１３条第３項の規定に基づく
建築物エネルギー消費性能確保計
画の変更の申請に対する審査のう
ち、非住宅部分であって基準省令
第１条第１項第１号ロの基準を用
いたものに係る審査 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき ９１，６
００円 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき １５２，
０００円 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき ２４５，
０００円 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき ３２０，
０００円 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ３８４，
０００円 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ４５０，
０００円 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき ５８３，
０００円 

備考 ７４の３の項の床面積は、適合性判定を受けた建築物の建築物エネルギ
ー消費性能適合性判定の変更に係る部分の床面積の２分の１について算定す
る。ただし、床面積の増加する部分にあっては、当該増加する部分（エネルギ
ー消費性能適合性判定に係る建築物の部分に限る。）の床面積について算定す
る。 

」 

を 

「 

 
 

備考 ７１の項から７４の項までに係る床面積は、次の各号に掲げる場合の区
分に応じ、当該各号に定める面積について算定する。 
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（１） 建築物を建築する場合（次号に掲げる場合及び移転する場合を除
く。）、修繕若しくは模様替をする場合（次号に掲げる場合を除く。）又は建
築物の低炭素化のための空気調和設備等の設置若しくは改修をする場合（次号
に掲げる場合を除く。） 
当該建築、修繕若しくは模様替又は空気調和設備等の設置若しくは改修により
認定を受ける建築物の部分の床面積（共同住宅の共用部分の評価をしない場合
は、当該共用部分の床面積を除く。） 
（２） 認定を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築する場合（移転
する場合を除く。）、修繕若しくは模様替をする場合又は建築物の低炭素化の
ための空気調和設備等の設置若しくは改修をする場合 
当該建築、修繕若しくは模様替又は空気調和設備等の設置若しくは改修により
認定を受ける建築物の部分の床面積（共同住宅の共用部分の評価をしない場合
は、当該共用部分の床面積を除く。）の２分の１（床面積の増加する部分にあ
っては、当該増加する部分の床面積） 

７４の２ 建築物エネルギー消
費性能適合性判定申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第１２条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能適合性判定の申請に対する
審査又は同法第１３条第２項の規
定に基づく建築物エネルギー消費
性能適合性判定の通知に対する審
査のうち、同法第１１条第１項に
規定する非住宅部分（以下この
項、７４の３の項、７５の項、７
７の項及び７９の項において「非
住宅部分」という。）であって基
準省令第１条第１項第１号イの基
準を用いたものに係る審査 

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき ２９６，
０００円（工場等であ
る場合は、３４，００
０円） 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき ３８１，
０００円（工場等であ
る場合は、４６，００
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき ５４３，
０００円（工場等であ
る場合は、１０７，０
００円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき ６６９，
０００円（工場等であ
る場合は、１５７，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ７９０，
０００円（工場等であ
る場合は、１９４，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ９０１，
０００円（工場等であ
る場合は、２３９，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき １，１２
４，０００円（工場等
である場合は、３３
０，０００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第１２条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能適合性判定の申請に対する
審査又は同法第１３条第２項の規

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき １１６，
０００円（工場等であ
る場合は、２９，２０
０円） 
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定に基づく建築物エネルギー消費
性能適合性判定の通知に対する審
査のうち、非住宅部分であって基
準省令第１条第１項第１号ロの基
準を用いたものに係る審査 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき１５２，０
００円（工場等である
場合は、４１，０００
円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 
 

１件につき ２４５，
０００円（工場等であ
る場合は、１００，０
００円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき ３２０，
０００円（工場等であ
る場合は、１５０，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ３８４，
０００円（工場等であ
る場合は、１８５，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ４５０，
０００円（工場等であ
る場合は、２３０，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき ５８３，
０００円（工場等であ
る場合は、３１９，０
００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第１２条第１項又
は第１３条第２項の規定に基づく
建築物エネルギー消費性能確保計
画に係る建築物エネルギー消費性
能適合性判定に対する審査のう
ち、同法第３７条に規定する認定
建築物エネルギー消費性能向上計
画に係る同法第３４条第３項に規
定する他の建築物である建築物に
係る審査 

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき １８，７
００円 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき ２９，３
００円 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき ８４，０
００円 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき １３２，
０００円 

床面積が１０， １件につき １６６，
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０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

０００円 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ２０７，
０００円 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき ２８９，
０００円 

備考 この項の床面積は、建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る建築物
の部分の床面積（増築等をする場合にあって、当該増築等に係る建築物につい
て基準省令第１条第１項第１号ただし書に規定する国土交通大臣がエネルギー
消費性能を適切に評価できる方法と認める方法により一次エネルギー消費量に
係る計算を要しない既存部分があるときは、当該既存部分の床面積を除いた床
面積）について算定する。 
 

７４の３ 建築物エネルギー消
費性能確保計画変更申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第１２条第２項又
は第１３条第３項の規定に基づく
建築物エネルギー消費性能確保計
画の変更の申請に対する審査のう
ち、非住宅部分であって基準省令
第１条第１項第１号イの基準を用
いたものに係る審査 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき ２３６，
０００円（工場等であ
る場合は、２５，００
０円） 

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき ２９６，
０００円（工場等であ
る場合は、３４，００
０円） 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき ３８１，
０００円（工場等であ
る場合は、４６，００
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき ５４３，
０００円（工場等であ
る場合は、１０７，０
００円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき ６６９，
０００円（工場等であ
る場合は、１５７，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ７９０，
０００円（工場等であ
る場合は、１９４，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，

１件につき ９０１，
０００円（工場等であ
る場合は、２３９，０
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０００平方メー
トル未満のもの 

００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき １，１２
４，０００円（工場等
である場合は、３３
０，０００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第１２条第２項又
は第１３条第３項の規定に基づく
建築物エネルギー消費性能確保計
画の変更の申請に対する審査のう
ち、非住宅部分であって基準省令
第１条第１項第１号ロの基準を用
いたものに係る審査 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき ９１，６
００円（工場等である
場合は、２１，２００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき １１６，
０００円（工場等であ
る場合は、２９，２０
０円） 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき １５２，
０００円（工場等であ
る場合は、４１，００
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき ２４５，
０００円（工場等であ
る場合は、１００，０
００円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき ３２０，
０００円（工場等であ
る場合は、１５０，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ３８４，
０００円（工場等であ
る場合は、１８５，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ４５０，
０００円（工場等であ
る場合は、２３０，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき ５８３，
０００円（工場等であ
る場合は、３１９，０
００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第１２条第２項又
は第１３条第３項の規定に基づく
建築物エネルギー消費性能確保計
画の変更に対する審査のうち、同
法第３７条に規定する認定建築物

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき １１，５
００円 

床面積が３００
平方メートル以

１件につき １８，７
００円 
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エネルギー消費性能向上計画に係
る同法第３４条第３項に規定する
他の建築物である建築物に係る審
査 

上１，０００平
方メートル未満
のもの 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき ２９，３
００円 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき ８４，０
００円 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき １３２，
０００円 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき １６６，
０００円 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき ２０７，
０００円 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき ２８９，
０００円 

備考 この項の床面積は、適合性判定を受けた建築物の建築物エネルギー消費
性能適合性判定の変更に係る部分の床面積（増築等をする場合にあって、当該
増築等に係る建築物について基準省令第１条第１項第１号ただし書に規定する
国土交通大臣がエネルギー消費性能を適切に評価できる方法と認める方法によ
り一次エネルギー消費量に係る計算を要しない既存部分があるときは、当該既
存部分の床面積を除いた床面積）の２分の１について算定する。 

」 

に、 

「 

７５ 建築物エネルギー消費性
能向上計画認定申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第２９条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能向上計画の認定の申請に対
する審査（７６の項に係るものを
除く。以下この項において同
じ。）のうち、一戸建ての住宅に
係る審査（以下この項において
「戸建住宅審査」という。） 

床面積が２００
平方メートル未
満のもの 

１件につき３６，８０
０円（建築物のエネル
ギー消費性能の向上に
関する法律第１５条第
１項に規定する登録建
築物エネルギー消費性
能判定機関又は住宅の
品質確保の促進等に関
する法律第５条第１項
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に規定する登録住宅性
能評価機関により、建
築物のエネルギー消費
性能の向上に関する法
律第３０条第１項各号
に掲げる基準に適合す
ると認められた計画
（以下この項及び７７
の項において「建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画」とい
う。）である場合にあ
っては、６，７００
円） 

床面積が２００
平方メートル以
上のもの 

１件につき４０，９０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、６，７００
円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第２９条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能向上計画の認定の申請に対
する審査のうち、同法第１１条第
１項に規定する住宅部分（一戸建
ての住宅を除く。以下この項、７
７の項及び７９の項において「共
同住宅」という。）に係る審査
（以下この項において「共同住宅
審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき７２，３０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１２０，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２２，４０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２０２，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、４７，７０
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき２８９，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき５６７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１３４，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー

１件につき１，００
２，０００円（建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画である
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トル未満のもの 場合にあっては、２０
２，０００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，８４
０，０００円（建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画である
場合にあっては、３０
５，０００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第２９条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能向上計画の認定の申請に対
する審査のうち、同法第１１条第
１項に規定する非住宅部分であっ
て基準省令第１０条第１号イ
（１）及びロ（１）の基準を用い
たものに係る審査（以下この項に
おいて「非住宅標準審査」とい
う。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき２３４，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１１，５０
０円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき３７８，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき５３９，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上適合
計画である場合にあっ
ては、８４，０００
円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき６６３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき７８３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき８９３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，１１
４，０００円（建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画である
場合にあっては、２８
９，０００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第２９条第１項の

床面積が３００
平方メートル未

１件につき９０，８０
０円（建築物エネルギ
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規定に基づく建築物エネルギー消
費性能向上計画の認定の申請に対
する審査のうち、非住宅部分であ
って基準省令第１０条第１号イ
（２）及びロ（２）の基準を用い
たものに係る審査（以下この項に
おいて「非住宅モデル審査」とい
う。） 

満のもの ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１５１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２４３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき３１７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき３８１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき４４６，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき５７８，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２８９，０
００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第２
９条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能
向上計画の認定の申請に対する審査のうち、一戸建て
の住宅及び非住宅部分に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 戸建住宅審査
に係る手数料の額 
（２） 非住宅標準審
査又は非住宅モデル審
査に係る手数料の額 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第２
９条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能
向上計画の認定の申請に対する審査のうち、共同住宅
及び非住宅部分に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 共同住宅審査
に係る手数料の額 



28 

（２） 非住宅標準審
査又は非住宅モデル審
査に係る手数料の額 

」 

を 

「 

７５ 建築物エネルギー消費性
能向上計画認定申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３４条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能向上計画の認定の申請に対
する審査（７６の項に係るものを
除く。以下この項において同
じ。）のうち、一戸建ての住宅に
係る審査（以下この項において
「戸建住宅審査」という。） 

床面積が２００
平方メートル未
満のもの 

１件につき３６，８０
０円（建築物のエネル
ギー消費性能の向上に
関する法律第１５条第
１項に規定する登録建
築物エネルギー消費性
能判定機関又は住宅の
品質確保の促進等に関
する法律第５条第１項
に規定する登録住宅性
能評価機関により、建
築物のエネルギー消費
性能の向上に関する法
律第３５条第１項各号
に掲げる基準に適合す
ると認められた計画
（以下この項及び７７
の項において「建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画」とい
う。）である場合にあ
っては、６，７００
円） 

床面積が２００
平方メートル以
上のもの 

１件につき４０，９０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、６，７００
円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３４条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能向上計画の認定の申請に対
する審査のうち、同法第１１条第
１項に規定する住宅部分（一戸建
ての住宅を除く。以下この項、７
７の項及び７９の項において「共
同住宅」という。）に係る審査
（以下この項において「共同住宅
審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき７２，３０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１２０，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２２，４０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２０２，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、４７，７０
０円） 
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床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき２８９，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき５６７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１３４，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき１，００
２，０００円（建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画である
場合にあっては、２０
２，０００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，８４
０，０００円（建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画である
場合にあっては、３０
５，０００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３４条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能向上計画の認定の申請に対
する審査のうち、同法第１１条第
１項に規定する非住宅部分であっ
て基準省令第１０条第１号イ
（１）及びロ（１）の基準を用い
たものに係る審査（以下この項に
おいて「非住宅標準審査」とい
う。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき２３４，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１１，５０
０円） 

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき２９３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１８，７０
０円） 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき３７８，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき５３９，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上適合
計画である場合にあっ
ては、８４，０００
円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき６６３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
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００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき７８３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき８９３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，１１
４，０００円（建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画である
場合にあっては、２８
９，０００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３４条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能向上計画の認定の申請に対
する審査のうち、非住宅部分であ
って基準省令第１０条第１号イ
（２）及びロ（２）の基準を用い
たものに係る審査（以下この項に
おいて「非住宅モデル審査」とい
う。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき９０，８０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１１５，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１８，７０
０円） 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき１５１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２４３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき３１７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，

１件につき３８１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
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０００平方メー
トル未満のもの 

適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき４４６，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき５７８，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２８９，０
００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３
４条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能
向上計画の認定の申請に対する審査のうち、一戸建て
の住宅及び非住宅部分に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 戸建住宅審査
に係る手数料の額 
（２） 非住宅標準審
査又は非住宅モデル審
査に係る手数料の額 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３
４条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能
向上計画の認定の申請に対する審査のうち、共同住宅
及び非住宅部分に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 
（１） 共同住宅審査
に係る手数料の額
（２） 非住宅標準審
査又は非住宅モデル審
査に係る手数料の額 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３
４条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能
向上計画の認定の申請に対する審査のうち、同条第３
項の規定により記載された複数の建築物による建築物
エネルギー消費性能向上計画の認定の申請に係る審査 

認定申請に係る全ての
建築物について、次に
掲げる額を合算した額    
（１） 戸建住宅審査
に係る手数料の額     
（２） 共同住宅審査
に係る手数料の額    
（３） 非住宅標準審
査に係る手数料の額   
（４） 非住宅モデル
審査に係る手数料の額 

」 

に改める。 

別表第７６の項事務の欄中「第２９条第１項」を「第３４条第１項」に、「第３０条

第２項」を「第３５条第２項」に改める。 

別表中「 

７７ 建築物エネルギー消費性
能向上計画変更認定申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３１条第２項の
規定において準用する同法第２９

床面積が２００
平方メートル未
満のもの 

１件につき３６，８０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
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条第１項の規定に基づく建築物エ
ネルギー消費性能向上計画の変更
の認定の申請に対する審査（７８
の項に係るものを除く。以下この
項において同じ。）のうち、一戸
建ての住宅に係る審査（以下この
項において「戸建住宅審査」とい
う。） 

合計画である場合にあ
っては、６，７００
円） 

床面積が２００
平方メートル以
上のもの 

１件につき４０，９０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、６，７００
円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３１条第２項に
おいて準用する同法第２９条第１
項の規定に基づく建築物エネルギ
ー消費性能向上計画の変更の認定
の申請に対する審査のうち、共同
住宅に係る審査（以下この項にお
いて「共同住宅審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき７２，３０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１２０，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２２，４０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２０２，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、４７，７０
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき２８９，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき５６７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１３４，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき１，００
２，０００円（建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画である
場合にあっては、２０
２，０００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，８４
０，０００円（建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画である
場合にあっては、３０
５，０００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向 床面積が３００ １件につき２３４，０
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上に関する法律第３１条第２項の
規定において準用する同法第２９
条第１項の規定に基づく建築物エ
ネルギー消費性能向上計画の変更
の認定の申請に対する審査のう
ち、非住宅部分であって基準省令
第１０条第１号イ（１）及びロ
（１）の基準を用いたものに係る
審査（以下この項において「非住
宅標準審査」という。） 

平方メートル未
満のもの 

００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１１，５０
０円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき３７８，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき５３９，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき６６３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき７８３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき８９３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，１１
４，０００円（建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画である
場合にあっては、２８
９，０００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３１条第２項に
おいて準用する同法第２９条第１
項の規定に基づく建築物エネルギ
ー消費性能向上計画の変更の認定
の申請に対する審査のうち、非住
宅部分であって基準省令第１０条
第１号イ（２）及びロ（２）の基
準を用いたものに係る審査（以下
この項において「非住宅モデル審
査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき９０，８０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１５１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 
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床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２４３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき３１７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき３８１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき４４６，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき５７８，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２８９，０
００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３
１条第２項において準用する同法第２９条第１項の規
定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変更
の認定の申請に対する審査のうち、一戸建ての住宅及
び非住宅部分に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 戸建住宅審査
に係る手数料の額 
（２） 非住宅標準審
査又は非住宅モデル審
査に係る手数料の額 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３
１条第２項において準用する同法第２９条第１項の規
定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変更
の認定の申請に対する審査のうち、共同住宅及び非住
宅部分に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 共同住宅審査
に係る手数料の額 
（２） 非住宅標準審
査又は非住宅モデル審
査に係る手数料の額 

」 

を 

「 

７７ 建築物エネルギー消費性 建築物のエネルギー消費性能の向 床面積が２００ １件につき３６，８０
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能向上計画変更認定申請手数料 上に関する法律第３６条第２項の
規定において準用する同法第３４
条第１項の規定に基づく建築物エ
ネルギー消費性能向上計画の変更
の認定の申請に対する審査（７８
の項に係るものを除く。以下この
項において同じ。）のうち、一戸
建ての住宅に係る審査（以下この
項において「戸建住宅審査」とい
う。） 

平方メートル未
満のもの 

０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、６，７００
円） 

床面積が２００
平方メートル以
上のもの 

１件につき４０，９０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、６，７００
円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３６条第２項に
おいて準用する同法第３４条第１
項の規定に基づく建築物エネルギ
ー消費性能向上計画の変更の認定
の申請に対する審査のうち、共同
住宅に係る審査（以下この項にお
いて「共同住宅審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき７２，３０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１２０，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２２，４０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２０２，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、４７，７０
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき２８９，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき５６７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１３４，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき１，００
２，０００円（建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画である
場合にあっては、２０
２，０００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，８４
０，０００円（建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画である
場合にあっては、３０
５，０００円） 
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建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３６条第２項の
規定において準用する同法第３４
条第１項の規定に基づく建築物エ
ネルギー消費性能向上計画の変更
の認定の申請に対する審査のう
ち、非住宅部分であって基準省令
第１０条第１号イ（１）及びロ
（１）の基準を用いたものに係る
審査（以下この項において「非住
宅標準審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき２３４，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１１，５０
０円） 

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき２９３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１８，７０
０円） 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき３７８，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき５３９，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき６６３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき７８３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき８９３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，１１
４，０００円（建築物
エネルギー消費性能向
上基準適合計画である
場合にあっては、２８
９，０００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３６条第２項に
おいて準用する同法第３４条第１
項の規定に基づく建築物エネルギ
ー消費性能向上計画の変更の認定

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき９０，８０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能向上基準適
合計画である場合にあ
っては、１１，５００
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の申請に対する審査のうち、非住
宅部分であって基準省令第１０条
第１号イ（２）及びロ（２）の基
準を用いたものに係る審査（以下
この項において「非住宅モデル審
査」という。） 

円） 

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１１５，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１８，７０
０円） 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき１５１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２９，３０
０円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２４３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、８４，００
０円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき３１７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１３２，０
００円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき３８１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、１６６，０
００円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき４４６，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２０７，０
００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき５７８，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能向上基準
適合計画である場合に
あっては、２８９，０
００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３
６条第２項において準用する同法第３４条第１項の規
定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変更
の認定の申請に対する審査のうち、一戸建ての住宅及
び非住宅部分に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 戸建住宅審査
に係る手数料の額 
（２） 非住宅標準審
査又は非住宅モデル審
査に係る手数料の額 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３ １件につき次に掲げる
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６条第２項において準用する同法第３４条第１項の規
定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変更
の認定の申請に対する審査のうち、共同住宅及び非住
宅部分に係る審査 

額を合算した額 

（１） 共同住宅審査
に係る手数料の額 
（２） 非住宅標準審
査又は非住宅モデル審
査に係る手数料の額 

」 

に改める。 

別表第７８の項事務の欄中「第３１条第２項」を「第３６条第２項」に、「第２９条

第１項」を「第３４条第１項」に、「第３０条第２項」を「第３５条第２項」に改める。 

 別表中「 

７９ 建築物エネルギー消費性
能基準適合認定申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３６条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に対
する審査のうち、一戸建ての住宅
であって基準省令第１条第１項第
２号イ（１）及びロ（１）の基準
を用いたものに係る審査（以下こ
の項において「戸建住宅性能審
査」という。） 

床面積が２００
平方メートル未
満のもの 

１件につき３６，８０
０円（建築物のエネル
ギー消費性能の向上に
関する法律第１５条第
１項に規定する登録建
築物エネルギー消費性
能判定機関又は住宅の
品質確保の促進等に関
する法律第５条第１項
に規定する登録住宅性
能評価機関により、建
築物のエネルギー消費
性能の向上に関する法
律第２条第１項第３号
に掲げる基準に適合す
ると認められた建築物
（以下この項において
「建築物エネルギー消
費性能基準適合建築
物」という。）である
場合にあっては６，７
００円） 

床面積が２００
平方メートル以
上のもの 

１件につき４０，９０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、６，７００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３６条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に対
する審査のうち、共同住宅であっ
て基準省令第１条第１項第２号イ
（１）及びロ（１）の基準を用い
たものに係る審査（以下この項に
おいて「共同住宅性能審査」とい
う。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき７２，３０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１２０，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２２，４００
円） 
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床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２０２，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、４７，７００
円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき２８９，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、８４，０００
円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき５６７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１３４，００
０円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき１，００
２，０００円（建築物
エネルギー消費性能基
準適合建築物である場
合にあっては、２０
２，０００円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，８４
０，０００円（建築物
エネルギー消費性能基
準適合建築物である場
合にあっては、３０
５，０００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３６条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に対
する審査のうち、一戸建ての住宅
であって基準省令第１条第１項第
２号イ（２）及びロ（２）の基準
を用いたものに係る審査（以下こ
の項において「戸建住宅仕様審
査」という。） 

床面積が２００
平方メートル未
満のもの 

１件につき１９，７０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、６，７００円） 

床面積が２００
平方メートル以
上のもの 

１件につき２１，１０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、６，７００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３６条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に対
する審査のうち、共同住宅であっ
て基準省令第１条第１項第２号イ
（２）及びロ（２）の基準を用い
たものに係る審査（以下この項に
おいて「共同住宅仕様審査」とい
う。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき３５，４０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき６０，００
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、２２，４００
円） 
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床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき１０７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、４７，７００
円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき１６１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、８４，０００
円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき２９５，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１３４，００
０円 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき４９７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２０２，００
０円 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき８７０，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、３０５，００
０円 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３６条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に対
する審査のうち、非住宅部分であ
って基準省令第１条第１項第１号
イの基準を用いたものに係る審査
（以下この項において「非住宅標
準審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき２３４，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１１，５００
円 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき３７８，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２９，３００
円 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき５３９，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、８４，０００
円 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき６６３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１３２，００
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０円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき７８３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１６６，００
０円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき８９３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２０７，００
０円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，１１
４，０００円（建築物
エネルギー消費性能基
準適合建築物である場
合にあっては、２８
９，０００円 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第３６条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に対
する審査のうち、非住宅部分であ
って基準省令第１条第１項第１号
ロの基準を用いたものに係る審査
（以下この項において「非住宅モ
デル審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき９０，８０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、１１，５００円 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１５１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２９，３００
円 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２４３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、８４，０００
円 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき３１７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１３２，００
０円 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき３８１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１６６，００
０円 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー

１件につき４４６，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
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トル未満のもの っては、２０７，００
０円 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき５７８，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２８９，００
０円 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３
６条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能
基準適合の認定の申請に対する審査のうち、一戸建て
の住宅及び非住宅部分に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 戸建住宅性能
審査又は戸建住宅仕様
審査に係る手数料の額 
（２） 非住宅標準審
査又は非住宅モデル審
査に係る手数料の額 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３
６条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能
基準適合の認定の申請に対する審査のうち、共同住宅
及び非住宅部分に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 共同住宅性能
審査又は共同住宅仕様
審査に係る手数料の額 
（２） 非住宅標準審
査又は非住宅モデル審
査に係る手数料の額 

 備考 ７５の項から７９の項までに係る床面積は、次の各号に掲げる場合の区
分に応じ、当該各号に定める面積について算定する。 

（１） 建築物を建築する場合（次号に掲げる場合及び移転する場合を除
く。）、修繕若しくは模様替えをする場合（次号に掲げる場合を除く。）又は
建築物のエネルギーの消費性能向上のための空気調和設備等の設置若しくは改
修する場合（次号に掲げる場合を除く。） 
当該建築、修繕若しくは模様替又は空気調和設備等の設置若しくは改修により
認定を受ける建築物の部分の床面積 
（２） 認定を受けた建築物の計画を変更して建築物を建築する場合（移転す
る場合を除く。）、修繕若しくは模様替をする場合又は建築物のエネルギーの
消費性能向上のための空気調和設備等の設置若しくは改修をする場合 
当該建築、修繕若しくは模様替又は空気調和設備等の設置若しくは改修により
認定を受ける建築物の部分の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっ
ては、当該増加する部分の床面積） 

」 

を 

「 

７９ 建築物エネルギー消費性
能基準適合認定申請手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第４１条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に対
する審査のうち、一戸建ての住宅
であって基準省令第１条第１項第
２号イ（１）及びロ（１）の基準
を用いたものに係る審査（以下こ
の項において「戸建住宅性能審

床面積が２００
平方メートル未
満のもの 

１件につき３６，８０
０円（建築物のエネル
ギー消費性能の向上に
関する法律第１５条第
１項に規定する登録建
築物エネルギー消費性
能判定機関又は住宅の
品質確保の促進等に関
する法律第５条第１項
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査」という。） に規定する登録住宅性
能評価機関により、建
築物のエネルギー消費
性能の向上に関する法
律第２条第１項第３号
に掲げる基準に適合す
ると認められた建築物
（以下この項において
「建築物エネルギー消
費性能基準適合建築
物」という。）である
場合にあっては６，７
００円） 

床面積が２００
平方メートル以
上のもの 

１件につき４０，９０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、６，７００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第４１条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に対
する審査のうち、共同住宅であっ
て基準省令第１条第１項第２号イ
（１）及びロ（１）の基準を用い
たものに係る審査（以下この項に
おいて「共同住宅性能審査」とい
う。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき７２，３０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１２０，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２２，４００
円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２０２，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、４７，７００
円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき２８９，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、８４，０００
円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき５６７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１３４，００
０円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき１，００
２，０００円（建築物
エネルギー消費性能基
準適合建築物である場
合にあっては、２０
２，０００円） 
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床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，８４
０，０００円（建築物
エネルギー消費性能基
準適合建築物である場
合にあっては、３０
５，０００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第４１条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に対
する審査のうち、一戸建ての住宅
であって基準省令第１条第１項第
２号イ（２）（ⅰ）及びロ（２）
又は同号イ（３）及びロ（３）の
基準を用いたものに係る審査（以
下この項において「戸建住宅仕様
等審査」という。） 

床面積が２００
平方メートル未
満のもの 

１件につき１９，７０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、６，７００円） 

床面積が２００
平方メートル以
上のもの 

１件につき２１，１０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、６，７００円） 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第４１条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に対
する審査のうち、共同住宅であっ
て基準省令第１条第１項第２号イ
（２）（ⅱ）及びロ（２）又は同
号イ（３）及びロ（３）の基準を
用いたものに係る審査（以下この
項において「共同住宅仕様等審
査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき３５，４０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、１１，５００
円） 

床面積が３００
平方メートル以
上２，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき６０，００
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、２２，４００
円） 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき１０７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、４７，７００
円） 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき１６１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、８４，０００
円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき２９５，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１３４，００
０円 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき４９７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２０２，００
０円 
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床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき８７０，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、３０５，００
０円 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第４１条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に対
する審査のうち、非住宅部分であ
って基準省令第１条第１項第１号
イの基準を用いたものに係る審査
（以下この項において「非住宅標
準審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき２３４，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１１，５００
円 

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき２９３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１８，７００
円 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき３７８，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２９，３００
円 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき５３９，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、８４，０００
円 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき６６３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１３２，００
０円） 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき７８３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１６６，００
０円） 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき８９３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２０７，００
０円） 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき１，１１
４，０００円（建築物
エネルギー消費性能基
準適合建築物である場
合にあっては、２８
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９，０００円 

建築物のエネルギー消費性能の向
上に関する法律第４１条第１項の
規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準適合の認定の申請に対
する審査のうち、非住宅部分であ
って基準省令第１条第１項第１号
ロの基準を用いたものに係る審査
（以下この項において「非住宅モ
デル審査」という。） 

床面積が３００
平方メートル未
満のもの 

１件につき９０，８０
０円（建築物エネルギ
ー消費性能基準適合建
築物である場合にあっ
ては、１１，５００円 

床面積が３００
平方メートル以
上１，０００平
方メートル未満
のもの 

１件につき１１５，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１８，７００
円 

床面積が１，０
００平方メート
ル以上２，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき１５１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２９，３００
円 

床面積が２，０
００平方メート
ル以上５，００
０平方メートル
未満のもの 

１件につき２４３，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、８４，０００
円 

床面積が５，０
００平方メート
ル以上１０，０
００平方メート
ル未満のもの 

１件につき３１７，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１３２，００
０円 

床面積が１０，
０００平方メー
トル以上２５，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき３８１，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、１６６，００
０円 

床面積が２５，
０００平方メー
トル以上５０，
０００平方メー
トル未満のもの 

１件につき４４６，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２０７，００
０円 

床面積が５０，
０００平方メー
トル以上のもの 

１件につき５７８，０
００円（建築物エネル
ギー消費性能基準適合
建築物である場合にあ
っては、２８９，００
０円 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第４
１条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能
基準適合の認定の申請に対する審査のうち、一戸建て
の住宅及び非住宅部分に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 戸建住宅性能
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審査又は戸建住宅仕様
等審査に係る手数料の
額 
（２） 非住宅標準審
査又は非住宅モデル審
査に係る手数料の額 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第４
１条第１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能
基準適合の認定の申請に対する審査のうち、共同住宅
及び非住宅部分に係る審査 

１件につき次に掲げる
額を合算した額 

（１） 共同住宅性能
審査又は共同住宅仕様
等審査に係る手数料の
額 
（２） 非住宅標準審
査又は非住宅モデル審
査に係る手数料の額 

 
 

備考 ７５の項から７９の項までに係る床面積は、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ、当該各号に定める面積について算定する。 

（１） 建築物を建築する場合（第３号に掲げる場合及び移転する場合を除

く。）、修繕若しくは模様替をする場合（第３号に掲げる場合を除く。）又は

建築物のエネルギーの消費性能向上のための空気調和設備等の設置若しくは改

修する場合（第３号に掲げる場合を除く。） 

当該建築、修繕若しくは模様替又は空気調和設備等の設置若しくは改修により

認定を受ける建築物の部分の床面積（共同住宅の共用部分の評価をしない場合

は、当該共用部分の床面積を除く。） 

（２） 建築物を増築等する場合 

当該増築等に係る建築物について基準省令第１条第１項第１号ただし書に規定

する国土交通大臣がエネルギー消費性能を適切に評価できる方法と認める方法

により一次エネルギー消費量に係る計算を要しない既存部分があるときは、当

該既存部分の床面積を除いた床面積 

（３） 認定を受けた建築物の計画を変更して建築物を建築する場合（移転す

る場合を除く。）、修繕若しくは模様替をする場合又は建築物のエネルギーの

消費性能向上のための空気調和設備等の設置若しくは改修をする場合 

当該建築、修繕若しくは模様替又は空気調和設備等の設置若しくは改修により

認定を受ける建築物の部分の床面積（共同住宅の共用部分の評価をしない場合

は、当該共用部分の床面積を除く。）の２分の１（床面積の増加する部分にあ

っては、当該増加する部分の床面積） 

」 

に改める。 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

理由 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部改正により、省エネ性能

向上計画認定、省エネ基準適合認定、適合性判定等の整備が行われたため、これら

に係る手数料を規定する等、所要の改正を行うもの 



 



 

 

議第１３号 

橿原市自転車駐車場条例の一部改正について 

橿原市自転車駐車場条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦 

橿原市自転車駐車場条例の一部を改正する条例 

橿原市自転車駐車場条例（昭和５７年橿原市条例第１４号）の一部を次のように改正

する。 

第２条の表橿原神宮西口駅前自転車駐車場の項及び橿原神宮西口駅前南自転車駐車場

の項を削る。 

第３条第１号中「橿原神宮西口駅前南自転車駐車場」を「真菅駅前自転車駐車場」に

改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年６月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行の日前の橿原神宮西口駅前自転車駐車場、橿原神宮西口駅前南

自転車駐車場及び真菅駅前自転車駐車場の使用に係る使用料の取扱いについては、な

お従前の例による。 

 

 

理由 橿原神宮西口駅前自転車駐車場の廃止、橿原神宮西口駅前南自転車駐車場の運営

の変更及び真菅駅前自転車駐車場に駐車できる自転車等の種類の変更を行うため、

所要の改正を行うもの 

 



 



1 

議第１４号 

橿原市道路占用料に関する条例の一部改正について 

橿原市道路占用料に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦 

橿原市道路占用料に関する条例の一部を改正する条例 

橿原市道路占用料に関する条例（昭和３１年橿原市条例第３５号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表中 

「  

法第３２条第１項第３号及び第４号に掲げる施設 年 １平方メ

ートル 

１，３００ 

 

」 

 を 

「  

法第３２

条第１項

第３号に

掲げる施

設 

自

動

運

行

補

助

施

設 

法第２条第２項第

５号に規定する自

動運行装置による

検知の対象として

設置する導線その

他の線類 

地下に設け

るもの 

年 １メート

ル 

４ 

 

その他のも

の 

１３ 

道路の構造又は交通の状況を表示

する標示柱その他の柱類 

１本 １，０００ 

その他のもの 上空に設け

るもの 

１平方メ

ートル 

６５０ 

地下に設け

るもの 

１平方メ

ートル 

３９０ 



2 

その他のもの １平方メ

ートル 

１，３００ 

法第３２条第１項第４号に掲げる施設 年 １平方メ

ートル 

１，３００ 

」 

に改める。 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

理由 道路法の一部改正により、自動運行補助施設が占用許可の対象に追加されたため、

所要の改正を行うもの 



議第１５号 

橿原市道路の構造の技術的基準等に関する条例の一部改正について 

橿原市道路の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

令和３年３月５日提出 

橿原市長 亀田 忠彦 

橿原市道路の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例 

橿原市道路の構造の技術的基準等に関する条例（平成２４年橿原市条例第３８号）の

一部を次のように改正する。 

第３２条中「横断歩道橋等」の次に「、自動運行補助施設」を加える。 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

理由 道路法の一部改正により、道路構造令で定める交通安全施設に自動運行補助施設

が追加されたため、所要の改正を行うもの 



 


